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あれから10年　　　

[image: image2.bmp]「あれから10年」というタイトルを思いついたのは、テレビや新聞で「あれから10年」と書いてありますよね。「あれから10年」というと、阪神淡路大震災その次はオウム真理教の地下鉄サリン事件、確かにあの年でした。沖縄から、日米同盟の軍事的要である沖縄の現状を変えたいという声が上がったのは秋のことですから、秋になれば「あれから10年」というのが新聞かテレビに載るかどうかはわかりませんけど、今のままではこちらのほうの「あれから10年」というのが忘れられてしまっているかなあという気持ちでそういうタイトルを敢えて選んでみました。

例えば「あれから10年」といった時に、地下鉄サリン事件などで言えば、日本社会のある意味では閉塞状況みたいなものを象徴する出来事であったわけですけど、沖縄から上がった声というのは、もしかしたら自分たちの力で現状が変えられるかもしれないという、ある可能性を信じる動きだったと思います。10年前に何らかの形で直接、間接あの動きに関わった方は、誰でもそう思うと思いますけど。
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現実に、例えば日米安保は定着している、沖縄を別にして日本の国民の全体的な雰囲気であるというようなことが世論調査なんかで証明されていると言われてきました。あの秋の前後に行われた世論調査、特に日本経済新聞とか毎日新聞の調査がありますけど、日本経済新聞は同じ年にその前後で調査をやっていますけど、調査をやった人たちが何故こんなに大きく変わるんだろうというようなコメントを紙面に載せたくらい、つまり安保はこれでいいのかという声が世論を動かしかけた時期でもあったわけです。つまり何もなければ世論は、というか国民の意識は既成事実をなんとなく認めてしまう。何かの現実が突きつけられたりした時には、もう一度世論を動かせる可能性があるということを立証したのもあの時ではなかったかなというふうに私は感じています。

それで、今、「あれから10年、米軍再編と沖縄」というのがタイトルになっているわけです。米軍再編については、たまたま今日、いわゆる米軍再編に関する日米安保協議会、２＋２、アメリカの国務長官と国防長官、日本の外務大臣と防衛庁長官の会談、これが要するに安保のあり方を決定するという意味では最高の協議機関ということになりますけど、そこの会議が行われているわけです。そのテーマは米軍再編の問題であると言われています。それと辺野古の問題も密接に当然絡んでいます。その辺を、私がいろいろな情報を整理したり、私自身が考えていることを今日皆さんにお話して、皆さんに今後の運動とかそういうことを考えていただく場合の参考にしたいというのが今日の趣旨です。

最近の新聞記事から　　　　　　　　　　　　

私のほうからいくつか資料をお配りしてあります。「日米同盟再編と沖縄基地（年表：P8）」というのがあります。それから皆さんの所に沖縄タイムスのコピーが配られています。一番古いのが今年の1月16日の、これは沖縄タイムスと琉球新報と両方ほぼ同じです。というのは共同配信記事だからですけど、「南西諸島有事に陸自5万」と書いてあります。琉球新報は「陸自55000」と書いてありましたけど、それぐらいの違いです。

その次に2月7日に「辺野古移設見直し検討」という記事が、これまたスポーツ新聞並みの大きな見出しで載っています。これも琉球新報もほぼ同じ形で載っています。これも共同通信配信記事だからです。ただ全国紙にはほとんど載らなかった。共同通信に対する、おそらく防衛庁関係者のリーク記事であろうと思われます。全国紙にはないよねと確認したら、産経に載っているというので見つけてもらったんですけど、これは出所は違いそうです。中身もちょっと違いますけど、こちらは「普天間有事のみ駐留」というふうになっていますけど、これも辺野古の見直しに通じるものです。

最後に16日の沖縄タイムスの記事が載っています、「海兵隊の県外移設要請」という。沖縄タイムスばかり使っているのは、たまたま沖縄タイムスを誰かが取っていて手に入り易いと言ったんでじゃあそれを使おうとしただけで、琉球新報を無視しているわけじゃ決してありません。大体、先ほどのは全く同じのが載っていますし、似たような記事が載っています。これはアメリカからきた「海外基地見直し委員会」に対して、知事がどんな話をしたかという記事です。

それからその左側に、これは社会面ですけど、「普天間代替、名護に建設促進会議」「23日に2000人規模大会」というのがあります。これは、要するに推進派が動揺しているという記事です。彼らは早速動き始めて、17日に那覇防衛施設局とか県に最後の要請をやっています、市民団体としては最後の要請だと。他の辺野古関連だとか一坪関係だとか、いろんな人たちが防衛施設局に行っても局長が会うということは最近全くありません。80年代の前半までは那覇防衛施設局の局長が会ったりしていましたけど、最近はそういうことは全くありません。まず那覇防衛施設局長が出てきて彼らに極めて親切な対応をしています。いろいろ辺野古見直しとかそういう記事が出ているけど、日米両政府の既定方針に変わりはないので、いろいろ皆さんに心配やご迷惑をかけているけれども我々としてはＳＡＣＯの合意を粛々と実施に移していくつもりであるというような懇切丁寧な説明をやっています。これは16日に、これはタイムスが一歩早かったかと思いますが、17日、18日には、彼らが行動を開始していることについて琉球新報、沖縄タイムスが詳しく載せています。これだけが私のほうから今日お配りしてある資料です。新聞記事等については最近のことですので、最後のほうで少しだけ触れられるようでしたら触れたいと思います。

ヨーロッパにおけるイギリスの役割　　　　　

　冒頭にも申し上げましたけれども、「あれから10年」というのは、10年前、沖縄民衆が日米同盟の軍事的要である沖縄の現状変革を目指して声を上げた。そのことが一定の反響を、少なくとも日本の国内に呼び起こした。それから10年経ったわけです。その声への対応としてＳＡＣＯ合意が日米両政府から出されました。そのＳＡＣＯ合意と沖縄側の要求のせめぎ合いが現在なお一つの焦点として辺野古の闘いを形成している。こういうのが実態だろうと思います。その中でいろいろ運動内部の矛盾、沖縄社会の内部矛盾等が政府側に利用されてきたり、いろんなことをしてきたのがこの10年でした。それが今の段階でどういうことになっているのかということを、限られた時間の中で資料等も若干使いながら整理をしてみたいということです。

まず、この問題の当事者というのはアメリカがあり日本政府があり、そして沖縄があります。沖縄の中にもいわゆる経済界や現在の県政と、例えば辺野古での闘いを支えている人たちの間には明確な亀裂があります。対立と言ってもいいでしょう。それがどのようなふうに捉えられるのかということについて大まかな整理をしておきたいと思います。
アメリカは基本的に、大きく言えば第二次世界大戦後、私のほうで配った年表でいえばいわゆる東西冷戦の終焉、東西対立という構図がソ連の崩壊によって消滅して、そして次の世界がどうなるかという段階からのメモですけど、そういう中でアメリカが一貫してやってきていることは自国の利益に至上価値をおいてその利益追求のためには軍事的な世界支配もいとわない、こういう政策だろうと思います。ブッシュ政権になって、その自由と民主主義の名の下にそういうアメリカの国益追求というか、アメリカ自体も必ずしも一色ではないわけですけれども、アメリカの支配階級の利益追求というのを正当化してきている。そうした政策遂行の一つの手段として、目下の同盟者としての日本の協力を求めてきている。それがある意味では戦後一貫したというか、戦後ごく初期にアメリカが自国に対抗する軍事的な対抗勢力としての日本帝国主義の牙を抜こうとした1、2年の間を除けば、要するに中国革命によってアメリカがアジア支配の片棒を担がせようとした親米的中国の成立が見込めなくなった段階からの政策転換の結果、日本は目下の同盟者としてある意味では位置づけられてくる。

そして、そのアメリカの世界戦略、外交政策を支持すること、軍事的協力体制を強めることが日本の役割であるとされてきた。その理想的な形はどのようなものかというと、ヨーロッパにおけるイギリス、その役割をアジアにおいて日本が果たすことということだと言っていいと思います。そのことを露骨に表現しているのが年表2000年の所に書いてあるアーミテージ・レポートという、2000年の10月11日に発表された文章です。これは共和党のアーミテージ、今の国務副長官だけが書いたわけではなくて、民主党系のキャンベルだとかそういう人たちも一緒の共同のレポートとして、成熟した日米関係はどうあるべきかという文章の中で、成熟した日米関係はヨーロッパにおけるイギリスの役割をアジアにおいて日本が担うことであるということが書かれているわけです。

沖縄の「負担軽減」　　　　　　　　　　　　

その直後に、大統領選挙があってブッシュが最初の、第一期目の大統領になるということになります。2000年と2001年の間に私は空間をおいている、これはちょっと時代が変わるという表現をしたかった。そこの所である種の、転換というよりはアメリカの露骨な政策の前進があったということが言えるかと思います。そういう中で、沖縄は常に日米関係再編の際の取引材料にされています。これはずっとそうです。ずっとそうですというのは、60年安保改定とか沖縄返還とかそういう所までさかのぼってもそうですということです。そんな所まで話をやったらきりがないので、95年の段階から言っても沖縄の民衆の決起が日米同盟を揺るがしかねない勢いを示した時に、アメリカは民衆に譲歩するふりをしながら老朽化した基地に代わる効率的運用が可能な最新鋭基地を獲得しようとした。それが辺野古に当初予定された海上ヘリと称する基地でした。その時の橋本とモンデールの報告が、96年の7月、NHKで全国放送した時に四つの条件を挙げているんですね。三つまでは普天間に関わる問題で、要するに沖縄の軍事的機能を落とさないということ、それと何の関係もなさそうなのがもう一つ付け加わっています。それは何かと言うと、民間空港とか港湾の軍民共用、日米が軍民で共用することの研究をやる、これが4番目の条件として上がっていたということを思い出しておく必要があると思うんです。

しかしそれから、民衆の抵抗等があって代替施設が実現できなくて、手を変え品を変えやっている内に15年も20年も先だということになると、もうアメリカにとってその価値というか重要性は著しく低下してきています。それでこのアーミテージ・レポートですけれど、日本が果たすべき、アジアにおいて果たすべき役割は、ヨーロッパにおけるイギリスと同じだというふうに彼らが言っていたこの前後から、アーミテージだけじゃなくてキャンベルとかいろんな人たちが言い出したことがもう一つあります。それは沖縄の負担軽減ということです。沖縄の負担軽減、これはおおいに結構じゃないか、ということになるのですが、負担軽減とセットになっているのがあるんですね。それは常に日本がもっと対米協力を強化していくこと、言葉を変えれば集団自衛権を行使できるようにすること。それを推し進めれば憲法改正ということになるわけですけれども、それがすでにこのあたりからセットとしてちらつかされているんですね。

沖縄に基地を集中させておく、これはもう過重負担だ。負担を軽減しなければならないというのはむしろアメリカが日本より先に言っている、日本政府などよりも先に言っていて、そしてセットとなって求められているのは何かというと、アメリカだけにおんぶしているから沖縄にアメリカ軍基地が加重に存在するのであって、日本自体がもっと一歩踏み出してアメリカへの協力をやるようになると沖縄にあんまり比重を置かなくてもよくなる、そういうことが出ているんですね。

沖縄基地それ自体は、ある意味ではアメリカにとって全体としてさほど重要性を持っていない、そういうことがあります。そういう政策がより積極的に展開されてくるようになるのは、ブッシュ政権の成立であり、その年の9･11であり、その9･11直後に出されたQDR2001というのが年表の中に入っていますけど、QDRというのの解説は下のほうに書いてありますけど、4年ごとに節目節目の段階で、例えば大統領選挙があった段階でアメリカの基本戦略や兵力構成の妥当性を検討をする、見直すというやつですけれども。そういうものが考え方として出され、そしてこの9･11への報復としてのアフガン攻撃が始まっていくわけですね。このアフガンへの攻撃というのは、ほとんど周辺に米軍基地を持たない状況の中で、周りの国々、それまでアメリカと対立関係にあったパキスタンなどまで脅かしながら戦争を遂行していく。アメリカからの直接爆撃もやっている。つまり、極東で何かあるときに沖縄は大切なんだ、これは日本政府は盛んに言っているけどアメリカはあんまりそこへ比重がかからなくなってきた。その実践をアフガンでやって見せた。

アメリカの世界戦略　　　　　　　　　　　　

一方、この9･11の直後にアメリカに行って、真っ先に私たちもテロの標的になりたいと言ったのは小泉ですね。テロの標的になりたいとは言っていませんけど、と理解されてもおかしくないことを言っているわけです。つまり、テロというのは何故起こったのか、例えば9･11は何故起こったのか、何故こういうことになるのかということを考えることなく、要するにテロリストは、アメリカ、ブッシュの言い方と同じように、自由と民主主義を憎悪している。そしてテロとの戦争が、共産主義との戦争に代わるべき新たな戦争の形態だ。特定の国家を相手にするのでなくて、国家ではないそういう武装集団と世界的に対決しなければいけない方向に転換していって、そして日本では対テロ特措法などができて、自衛隊のインド洋派遣などということが行われていくわけです。

すでに、言わば、日米安保共同宣言とか、そういうことでの後方支援体制を日本が強化していくということの裏付けとして、周辺事態法とかそういうのができていました。しかしこの周辺事態法でも間に合わない事態というか、それをもっと飛び越えなければならない事態ができてきて、それが対テロ特措法という形で裏付けられるという形になります。これは時限立法であったり、特別措置法であったりするわけで、それは恒常的な法ではない。今度はこれを恒常化していく必要が日本にとっても出てくるという話になるわけですね。元々米軍にとっては、沖縄、本土、韓国等といった境界線があるわけではありません。彼らにとっては国境というのはあってなきがごときようなもので、相手にする政府とか、そこの国家の軍隊とかそういうものが違いますから、それぞれの協定が違って、韓米相互防衛条約とか日米安保条約を利用しながらどうするかというだけの話ですから、アメリカのそういう世界戦略の中で同盟国の軍隊、自衛隊さらには韓国の軍隊もその傘の下に組み込んでいくそういう同盟国との軍事的一体化のほうがこの戦略の中で重視されていくという動きが出てきているわけです。

これは、ある意味では、アメリカが超大国となって一極支配の中で傲慢にも力を振るいつつあることの表れであるという側面がありますけど、もう一つはアメリカが追い詰められているということの現われでもあるわけですね。少なくとも、例えばイラクを侵略したときにアメリカは現在のような状況に陥るということは想像していなかった。予想していなかったわけです。イラク民衆のああいう抵抗にあって、ある意味では兵力の面でも、もうそれこそ徴兵制でも復活させなければ兵力的にも間に合わないような状況というのがあるわけですね。あちらこちらに固定的な兵力を張り付けておくというのはもう難しいわけです。それを流動化させる。その時に非常に発達した軍事技術を使う。例えば空恐ろしいことですけど、ごく最近の報道でもイラクなんかで米軍の死者が増大しているのでそれを防ぐために無人の戦車とかそういうのをどんどん開発していこう、無人の飛行機とか出てきているわけですけど、そういうことになってくるわけですね。今はアメリカ兵が千何百人死んでいるという片方ではイラクの市民が10万も死んでいる。百倍の犠牲者が出ているわけですね。これはアメリカ軍が、これはベトナム戦争の時もそうですけど、何が敵かわからなくなっている。そういうパニック状態の中で市民まで攻撃されているということです。これが無人になったらどうなるのか。そういうことをやろうとしています。それから核拡散防止と言いながら、核の廃棄ではなくて核の高度利用を追及しているのもアメリカですね。

一方ではそういう軍事科学、軍事技術の高度化、効率化、しかしそれだけでは兵力不足を補えない面はどうするか、これは同盟軍、同盟国の軍隊、こういうことになっている。例えばアメリカにある陸軍の司令部を座間に持っていくとか、あるいは横田の軍民共同使用だとか、嘉手納も自衛隊が一緒に使わないかという提案がアメリカから出されたというニュースまで出てきていますね。普天間の機能は吸収できないけど那覇にいる自衛隊はこっちに来ないかという話をアメリカ側がやっている。これも一種のリーク記事ですけど、そういう情報も流されています。

　つまり、そういう一体化というのが問題なので、そういう意味では沖縄基地をどこに移設するかという話ではないんですね。基地の軽減の問題を超えた所に、今、軍事的再編成の問題があるのであって、沖縄の過重負担を軽減するためにこうしたいというのは、軽減するというと、否定し難いからそれを使っているということですね。その先例を探るとすれば、沖縄返還の時の核付返還論なんていうのを思い出せばすぐ理解できます。アメリカが施政権を持っている沖縄を返してもらうためには、日本が非核3原則などとばかり言っていないで、沖縄にだけは核を残しておいてもいいと言いさえすれば沖縄返還は早まるかもしれない、これがいわゆる核付返還論でしたけれども。そこまでさかのぼっている時間はありませんけど、歴史的に見るとそういう利用の仕方というのは、ある意味では一貫しているということです。

　もっと近い例で言えば、県道104号線越えの実弾砲撃演習の本土移転というのがありますね。キャンプ・ハンセンで行われていたのを矢臼別から日出生台まで、あちこちへばら撒こうと、少しずつ負担してくださいよと、沖縄の過重負担を軽減するために。で、その訓練場が返還されたかというと、そうではなくて、そこではもっと射程の短い演習が行われている。逆に言うと、アメリカにとっても手狭で利用しにくくなったということなんですね。砲撃演習なんかどんどん変わっていくんで、狭苦しい沖縄でやっていられない、北海道で沖縄ではできなかった何倍かの射程の演習ができる、あるいは夜間演習もできる。北海道なら雪の中での訓練もできる。沖縄でできないようなことがどんどんできる。いろんな対応ができる。しかも負担軽減のためにという形で、アメリカの大砲から兵員の輸送まで全部思いやり予算で日本が面倒をみている。こういう仕組みができている。沖縄の負担が軽減したかどうか。そういう問題ではないということですね。

再編協議に向かう日本政府　　　　　　　　　

今度は日本政府の側に視点を移してみたいと思います。日本政府は、これはもう朝鮮戦争以来そうですけど、対米協調、アメリカへの追従路線に自らの利益を見出してきている。アメリカの勢力圏が広まれば、それだけ自分の権益圏も広がると考えてきた。そのうちにだんだんと「お前はただ乗りだ」と言われて対等の協力を要求されてくる。自前の軍事力強化が必要だ、軍事力強化を国民に納得させるためには潜在的、顕在的仮想敵国が必要である。北朝鮮、中国、度合いは違いますけど、靖国参拝、何で中国に言われて取り止めなければいけないのか、拉致問題、という中で偏狭なナショナリズムを煽りながら仮想敵国を肥大化させている。今にも北朝鮮のミサイルが飛んできそうな話を、一生懸命やっている。

この軍事力の強化と対米協力、日本の軍事的自立を求めようとしたような段階も戦後60年の中で何回かはありますけど、基本的にはアメリカへの協力、対米協力の中で共通の、共同覇権主義といいますか、世界的な利益の追求はその枠内でやっていこう、そういうことを推し進めていけば、いつまでも非戦闘地域だけ兵隊を出していくというようなことは言えなくなるわけですね。後方支援などの次に出てきたのが、イラクへの、非戦闘地域への派遣。軍隊がイギリスの軍隊、オランダの軍隊に守ってもらっているというのは大体不思議な話ですね。

こういう中で日本政府は、これまで、しかし米軍基地はできるだけ沖縄の中に閉じ込めておきたいという政策を一貫して取ってきました。それは、政治的トラブルが全国に拡散する、沖縄だけで沢山だと。沖縄だけだったら金を積んで何とかだませるかもしれない。これがあちこちに飛び火したら大変だ。例えば県道104号線越えの演習場をあちらこちらに移すためだけにも、日本政府は矢臼別から日出生台に至るまで色んな金をばら撒かなければいけなかったわけですから、できるだけ効率的に金も使わないといけない。で、そういう政治的、経済的なメリットもあって、沖縄に基地を封じ込めようとしてきた。

しかしアメリカ側はいらだってきた。普天間というのは、日本政府やアメリカ政府のいう海上基地であれば6、7年でできたかどうかはわかりませんけど、6、7年で撤去されるはずのものが、その期限からすでに1年過ぎているわけですね。着工のめども立っていない。これは別に反対運動があったからばかりではなくて、世論を納得させるためにも日本政府はそれだけの手順を踏まざるを得なかったわけですね。そういう形で、ずるずる延びていくうちにアメリカはもう新たな優先課題として米軍再編だと。普天間や15年、20年先の辺野古なんていうのは、アメリカにとってそんなに必要ではない。

しかし、日本はこれまでの政策との一貫性を追求するために、そういう状況の中でありながら、実はもう日米再編協議が始まっていながら、アメリカ側から具体的提案はないと日本政府は言い続けてきたんですね。今年の7月ぐらいになって、やっと具体的な提案があったかのような話が出てきます。この年表の所で言えば、2004年の3月に座間移転提案が報道されたというのがあります。これをアメリカ側が提案したのは、実はその前の11月であったといわれています。しかしその間、日本政府は、政府といっても立場が違って、外務省と防衛庁なんか違いますが、いろんなリーク記事を出しながら、公式には一貫してアメリカ側の具体的提案はなかったと言ってきているわけです。当然、もれてくると地元からも反対が出てきます。

そういう中でアーミテージがやってきて、去年の11月でしたか、個別的な提案から入ったのが問題であって、共通の戦略目標に合意してから個別の問題に踏み込んでいこうという形で、去年ぐらいから少しやり直しを始めているんですね。それが共通の戦略目標を確認しようという、多分今日行われている協議になって、そしてそれを踏まえて夏か秋までには、座間、普天間、辺野古、横田、そういうものをひっくるめた提案を出そうとしているのではないか。で、その兆候はどこにあるのかというと、日本政府はアメリカからそう言われているのにそんなことはないないと言いながら、辺野古への基地建設を強行しようとしましたが、やっぱり腰が入っていないところがあります。地元で座り込みということで阻止されていると、やらしてくださいと言いながら強行しないできた。そうやってとまどっている内に、ヘリが落っこった。それを一つのきっかけにして、海上ボーリング調査に無理やりに突っ込んでくるというところがあるんですね。しかし明らかに彼らのやり方も腰が据わってないところがあると思うんです。

それから、日本政府の言い方も変わってきています。例えば小泉自身が沖縄の負担軽減などと言ったことはこれまで一貫してなかった。突然として言い出したのは何時ごろかといったら、去年9月ぐらいから。ヘリが落っこったからそう言ったのか。そうではなくて9月21日にブッシュとの会談があります。そこでおそらく駄目押しをされている。その結果、再編協議の方に向かって動いていかなければいけない、アメリカと一緒になって今度は沖縄の基地負担軽減というやつを彼自身が利用し始めたと言うことができるのではないかというのが私の理解の仕方です。

沖縄に目を向けると　　　　　　　　　　　　

今度は沖縄に目を向けてみたいと思います。沖縄のいわゆる財界、経済界、これは地方の経済界というのは沖縄だけでなくて多かれ少なかれそうだと言ってしまえばそうなんですけど、本質的に中央依存的体質です。ですから、政府が大田県政を懐柔するために経済支援をほのめかしていた時は大田を支持しています。沖縄経営協会会長、稲嶺恵一が10月21日の県民大会の壇上に大田と並んでいた。その後もずっと日本政府の大田の国際都市形成構想への協力策がある間は大田支持、日本政府がそれに見切りをつけた段階でこれと決別という形になる。

しかしいわゆるＳＡＣＯ合意による海上基地は名護市民投票によって明確に否定されている。あの時の経過を考えてほしいんですけど、名護市民投票によって明確に否定された。政府や推進派は否定されないと思っていた。だから市民投票の条項を4択にしたり、それからカラー刷りの、基地はこんなに小さい規模で、普天間のわずか5分の1で公害もありませんというようなことを防衛施設局の職員を総動員して市民投票に勝つべく彼らも努力をした。しかし、負けた。それで比嘉鉄也は、一旦動揺しながら、市民投票というのは法律で決められた意思表示ではないという形で、市民の意思に反して受け入れることを決めるわけです。しかし大田がノーと言い、比嘉鉄也の後継者である岸本も知事に従うと言って市長になったわけですね。ここで一旦終わりです。終わったやつをどうやって復活させるかというところで、稲嶺の15年使用期限付き軍民共用空港というのが出てくるわけですね。そのときに具体的にイメージがあったかどうかわかりませんけど、しかしそれを納得させるまでに何と時間がかかったかということが、この年表に書かれていることです。

形式も全然違います。前は日米が合意して知事に頼んで、そしたら知事はそれは地元の問題だと言うから名護に持っていって、上から下へ降りていった。今度は知事が提案をして名護市に要請をして市長が受け入れたので閣議決定をした。こういう手順を取っています。そして閣議決定と同時に振興策に関するいくつもの協議会ができた。北部振興、周辺地域振興、何とかかんとか6つ、僕も全部暗記しきれないぐらい、原稿を書くときしか思い出さないくらいの協議会を作った。それでまず振興策を先行させた。代替施設協議会というのは、初会合を、やっと8月25日、サミットが終わってから開いた。それまでに振興策のほうをどんどん先行させた。この代替施設協議会の第2回目というのがこの10月に行われて、そこで初めて知事が軍民共用空港の概要を提案するんですね。それを受けて政府がいろんな案を作って、皆さん覚えているかもしれませんけど3工法8提案などというのを、こういう工法でやったらこうなります、場所はこうですああですというのを8つも提案したのが2001年の6月です。そしてどういう審議をしたかわからないけど、現在の位置と工法に合意したというのが2001年です。そして、この代替施設協議会に代えて代替施設建設協議会というのを作ったのが2003年の1月です。要するにそこまでは民衆よりも区長とかそういう人たちを納得させるためにエネルギーを使い続けてくるわけですね。

その頃はもうアメリカ側では、9.11だ、ＱＤＲ2001だ、アフガン攻撃だ、「悪の枢軸」発言だ、などというような時期にやっと建設協議会というのが発足したんですね。そうやって遅れ遅れになって、日本政府のほうも今や稲嶺とか推進派にダメージを与えることなく名誉ある撤退をどうすればいいか考えている段階だと思います。しかし、うっかりしたことを言うと、こっちを傷つけるおそれがある。今、一番推進派はこの辺野古がなくなることに危機感を感じている。先ほどの資料に現れているような人たちとそれの広がりを支持基盤としている稲嶺県政です。ヘリが落っこった時に彼はボリビアにいた。あの経済中心の牧野さえ、あれが落っこった時にはちょっと動揺した。しかし稲嶺は、沖縄に帰りつく前にすでに東京で代替施設のスピードアップということを言っているんですね。要するに彼らは、辺野古がすっ飛んでしまうことを恐れているわけです。彼の発言は一貫してそうです。島ぐるみで基地はなくしたいというのが本音であれば、世論は8割から9割もう辺野古は無理だと言っている、そしたら知事も、かつては自分が辺野古を提案したとしても、今の世論の状況あるいはヘリの墜落のような現実を目の前に、今は米軍再編協議も行われているんだから是非辺野古無しの普天間返還をしてほしい、というのが論理的に言って保守であろうが革新であろうが言うべき言葉のはずなんですね。しかし彼はそれを言わない。とにかく何とかしてそこだけには触れないようにして、このアメリカの基地見直し委員会に対しても、海兵隊は居なくなってほしいと言いながら普天間と辺野古には敢えて触れていない。追い詰められながらそこにしがみついているというのが今の状況だと言っていいだろうと思います。

そういう中で、ある意味では辺野古の闘いが、先端的非暴力実力闘争として展開されている。そういうのがあって世論も、ヘリの墜落とか、そういう闘いとか見ながら、あの市民投票後の挫折感を少しずつ乗り越えつつある。それが世論調査の数字ではなかろうかと私は思っています。それだけではなくて、いろんな所で組織外の人たちが個として様々な行動を始めている。それはまだ強力な政治的な力にまではなっていないけど。いろんな形がありますよね。一人でやっている運動なんてのがあちこちで出てきています。サバニを引いて辺野古から摩文仁へとか。あまり政治運動とかやってこなかったような人たち、そういう人たちが何故か動き始めてきている。行政では伊波洋一が米軍再編を利用しながら県内移設なき普天間閉鎖を目指している。そういうものを、きちんと連携させて強力な力になしうるかどうかが差し迫った課題であろうと私は思っています。

話せばいくらでも話はあって、年表の解説だけでも時間はいくらあっても足りないのですが、そういう形でとりあえず私が大まかに「あれから10年」経った今の時点でこの米軍再編と絡んで我々がどういう状況に直面しているかについての整理をさせていただきました。もし多少時間があって質疑の時間等があれば私が話で残したことや、お配りした資料等についての追加説明等をしたいと思います。とりあえず最初の話はここまでにしておきます。　

　　　　　　次号に続く（質疑応答）

（テープおこし・見出し　一坪反戦通信編集部）

第5原告らの権利と被告による違法な権利侵害
　こんばんは、一坪反戦地主の皆さんが頑張っておられるように、この土地から飛び立つ飛行機、これは違法だということで国とアメリカ政府を相手に5542名で大原告団を結集し、この裁判を闘っています。裁判の狙いは、国も、アメリカも法律を守れ、この一点です。具体的な要求につきましては、飛行の差し止めです。

　今、嘉手納基地、皆さんの土地から飛び立つ飛行機は、実は沖縄県の中部地域、普天間の飛行機の騒音とあわせますと中部地域全体に不法不当な爆音を到達させておるわけです。このことにつきましては、2回司法の判断が出、違法です。国に改善命令を出しておりますけど、国は何にもやっていない。これが現状です。

今回、一昨日この裁判の判決がありました。提訴から5年3ヶ月、非常に短い期間でありました。旧訴では、周辺住民の暮らしと権利が侵害されるという闘いをやりまして、10年かかったんです。今回は約半分です。そのかわり弁護団、我々、これでもかというぐらい完璧な証拠資料を出して、弁護団の先生方も、これ以上はもう立証の余地が無い、こういうのが率直な感想でありました。しかし出た判決は、まさに最悪の判決が出ました。我々は司法が、裁判所が、国に追従して行政の側にくっついてしまったと、こういう非常に反動的な裁判だというふうに見ています。この裁判を見たら、「基地ありき」これだけです、はっきり言って。非常に政治的な裁判になっているというふうに我々は思っています。

　今、皆さんの土地に、あの嘉手納飛行場に、普天間の基地から、あれは閉鎖間もない飛行場です、KC１３０を初め嘉手納に移駐しますからよろしく留めてください、こういうふうにきている。それだけじゃないんです、次に自衛隊も嘉手納に寄って合同演習をしようとしている。こういう形で嘉手納飛行場に対する、国とアメリカの新たな陰謀が動きつつある。こういう中で、この裁判の判決は、わかりやすく申し上げますと、やはり差し止めについては認めませんでした。

健康被害につきましては、実は旧裁判が終わった時に、私たちは県にお願いをして、健康的な被害もありますということで、県は沢山の金を使って大規模な調査をいたしました。4年間という事業で実施をされました。委員の先生方、これは日本でも大変優秀な先生方です。沖縄現地では中部病院の医者が入って、この先生方が4年あまりかけて調査の結果、騒音性難聴、これは治療のしようがないそうです、これが明らかに12名いますと。報告の中で、この人たちについては、爆音のために病気になりました。いつでも診断書を書きますということです。裁判ですから因果関係がはっきりしなければ難しい、そういう意味では色々な調査、そのことを分析、解析をしてこういう判断になった。

それだけじゃありません、児童、子供たちの問題行動、記憶力の低下、これも爆音のせいだと明快に出ています。そして低体重の出生児の率が非常に高い、いわゆる未熟児なんです。これも先生の調査の努力は大変な話なんです。沖縄で過去の、20年の出生届の本籍、住所を確認して分析、聞くだけでも気が遠くなるような話なんです。先生方は分析をされて、出生児がどうかと調べてみたら、中頭郡北谷町、嘉手納町、屋良と、この集落全体がコンター（うるささ指数の分布）の激しい地域ですから、ここの子供たちが大変な結果なんです。また、爆音の激しい地域ではやっぱり高血圧の人たちが多いです。こういうことは極めて綿密に科学的に調査をしたら出たんです。このこともきちんと証拠として出してやったわけです。

裁判の結果は、これは県民にとっても大きなショックなんです。旧訴ではコンター75以上の地域に住む人たち、この人たちの救済をやりました。当時の健康被害の問題については、やはり同じ中頭郡で北谷町という町ですね、琉球大学の先生を中心にして県と同じような調査をやりました。その中からも傾向は現れてきています。しかし、予算が小さかったし規模が小さい、サンプルが少ないということで、健康被害については旧訴でやっぱり退けられています。サンプルが少ないというような話でしたんで、今回は大規模ですから、しかもきちんとしているというので我々は裁判官はおそらく認めざるを得ないだろうと、こういうふうに考えていました。また、委員の先生は、全部証言に立っていただいてきちんと立証していただいたわけです。委員の先生の中には、国に「あなた方は我々が言っているのに信用しないというならばしっかり国が調査しなさい、何をやっているんだ」、こういうことで証言をした人たちが怒りを持って言うぐらい、ここまで裁判所ではやってきたという経過もあるわけですが、結果は健康被害を認めなかった。

国も健康被害を認容すれば、国民がアメリカの飛行機で健康を侵害するような違法行為が行われている、それを止めるには差し止め以外にない、我々はそれを期待しておりますが、それをやらないためには、先ほども申しましたが基地ありきが前提ですから健康被害をばっさり。そして、今度はいわゆる生活妨害についても、コンター85でばさっと切ろうとしています。この種裁判では、前の判決より大きく後退をした内容であります。

我々は、直ちに会議を開きまして、これは絶対に許さないということで、原告団の集会、弁護団と調整をし直ちに控訴の手続きをしました。旧裁判では、１審ではひどい内容でした。控訴において見事に引っくり返した、上積みをした、救済の拡大をしたんです。弁護団も我々も、こんなでたらめな裁判は納得できない、そして控訴では必ず引っくり返す、こういうことで今意見の調整をしています。判決のその日は、17日の昼はずっと県知事、県議会要請行動、県内にあります国の支局にも抗議行動を行いました。翌日は、18日の１便で実は東京にまいりました。防衛庁、外務省、それから国会議員の先生方、沖縄関係の委員会の与野党を問わず全部ご案内を申し上げて、ご本人は少なかったんですけど、秘書の方たちが参加をして沖縄のこの爆音の問題、いわゆる「我々の課題として国政のレベルでもしっかりやる」と激励も受けてきました。

普天間が最も危険な飛行場と言われますけど、嘉手納もそれ以上に危険な飛行場なんです。昨日も国に行って、本土に遅れること23年、嘉手納と普天間での騒音規制に関する措置がある、いわゆる騒音防止協定のことです、これは日米合意ですから守らなきゃいけないんです。これが実は守られていない。むしろひどくなる。こういう現状の中にあるわけです。国側は言ってます、「アメリカが守っていると言うから守られているというふうに認識している」。この認識は間違い、現に守られていない故に我々はここに来ているんだと。国ともけんかをしてまいったんですが、沖縄出身の照屋寛徳議員が外務省の担当者を呼んで、衆議院会館に来いということで北米局とかなり話をしました。沖縄出身議員の糸数慶子さん東門美津子さんも同席をしていただいて、「騒音防止協定が守られていない」、「守られていると認識している」、こういう議論をするところを見ていただいて、じゃあアメリカに対して具体的にそれは口頭で言っているのか文書で言っているのか、「文書でやってます」と言ったら、国会議員が、その文書を全部持ってこいと。

要するに裁判所から勧告をされてもやらない、こんな行政、国がやっぱりどこかおかしいと、基地ありきが前提なんです。健康被害を認めれば止めなければいけない、止めるとアメリカに対して顔向けができない、そういうようなこともあって結果としてはやっぱり政治的なサインがあったような判決だなという感じを受けております。我々もこの裁判闘争をしながら、やっぱりしっかりとしつこくしていこうと、国も法律を守れと。我々が言う要求を守れば嘉手納の飛行場は軍事基地として意味がなくなるんです。日本の法律を全部適用すれば、法律を守ってもらえばそういうふうになるわけですから。

皆さんがあの嘉手納の飛行場に寄せる熱い思いを私どもも受け止め、沖縄の地でこれからも皆さんと一緒になって頑張っていきたいと思いますので、よろしくお願いいたします。きょうはありがとうございました。

（テープおこし・編集　一坪反戦通信編集部）

1　原告らに共通する権利―人格権、環境権及び平和的生存権
（1）総論
<1>原告らは、憲法前文、第9条、第13条及び第25条に基づき、個人の生命、身体、精神及び生活利益といった人間としての生存に基本的かつ不可欠な利益の総体としての人格権、国民が健康で快適な生活を維持しうる外的条件であるところの良好な環境を享受し、かつ、支配しうる権利としての環境権、及び、平和的手段によって平和状態を維持し、その下で快適な生活をする権利としての平和的生存権を有している。
<2>人格権に基づき差止請求が認められることは、判例として確立している。人は、疾病をもたらす等の身体侵害行為に対してはもとより、著しい精神的苦痛を被らせあるいは著しい生活上の妨害を来たす行為に対しても、その侵害行為の排除を求めることができ、また、その被害が現実化していなくともその危険が切迫している場合には、あらかじめ侵害行為の排除を求めることができるものと解すべきであって、このような人格権に基づく妨害排除及び妨害予防請求権が私法上差止請求の根拠となる。
<3>環境権とは、健康で快適な生活を維持する条件としてのよい環境を享受しこれを支配する権利であり、憲法13条及び25条に憲法上の基礎付けを有することは一般的に承認されている。
　環境権は、人間の生命・健康・生活を確実に守るために必要不可欠の権利であり、人格権が絶対性・排他性を持つのと同様に、環境権もまた絶対性・排他性を持った権利であるから、差止請求を基礎付ける私法上の根拠となる。
<4>憲法前文は、憲法の基本原則としての恒久平和主義を高く掲げ、その目的を達するために、第9条においてあらゆる形態の戦力の不保持と交戦権の否認を明らかにし、戦争の放棄を定めた。この規定の意味するところは、自衛隊のごとく日本自らが戦力を保持することはもとより、米軍のごとき外国軍隊を日本国内に駐留させることをも厳禁するものである。沖縄を含むわが国内への米軍の駐留は、わが国政府の要請と政府の手による基地の提供、費用の負担等の協力のもとでなされているのであり、米軍の駐留は、憲法第9条の厳禁する陸海空軍その他の戦力の保持に当たるものである。
　したがって、米軍の駐留を許した日米安保条約及び地位協定は、その意味において、憲法に違反し、違憲の米軍の用に供するため、本件新基地建設を行うことは、憲法に違反するものである。したがって、米軍の用に供するための本件基地建設は憲法の前文および第9条に違反し許されないものである。
　そして、かかる憲法違反の行為によって平和的生存権が侵害されまたは侵害される危険がさし迫った場合には、違法行為の差止を求めることができる。
（2）久志地区に居住する原告（原告目録<1>）らの権利とその侵害
　久志地区に居住する原告らは、まさに日々の日常生活において、久志地区の自然を享受し、奇跡的に残された美しいサンゴの海、そしてジュゴンの海とともに暮らしてきた者たちであり、また、平和を愛し、二度と戦争の被害者にならず、そして加害者にもならないことを誓ってきた者たちである。
　ところが、本件新基地建設は、かかる良好な自然環境を不可逆的に破壊するものであり、また、原告らを、現在普天間基地周辺住民が被っているのと同様の戦争への恐怖、へり墜落の危険、甚大な爆音等の被害にさらすものである。そして、現に本件ボーリング調査によって、すでにサンゴ礁が破壊されるなどの被害が発生しており、原告らの権利は侵害されつつある。
（3）名護市内に居住する原告（原告目録<2>）らの権利とその侵害
　名護市内に居住する原告らも、同じ名護市内に居住し、奇跡的に良好に保たれた久志地区の自然環境を享受してきた者たちであり、また、平和を愛し、二度と戦争の被害者にならず、そして加害者にもならないことを誓ってきた者たちである。
　ところが、本件新基地建設は、かかる良好な自然環境を不可逆的に破壊するものであり、また、本件新基地を拠点とする軍事ヘリコプター等が広範な空域を飛行することからすれば、名護市に居住する原告らも、戦争への恐怖、へり墜落の危険、甚大な爆音等の被害にさらされることになる。
（4）その他の原告ら（原告目録<3><4>）の権利とその侵害
　また、名護市以外に居住する沖縄県民である原告らにとっても、米軍基地が沖縄県全体に広く分布し、それぞれの間を米軍部隊が行き来して基地提供施設内にとどまらない活動をしていることからすれば、本件新基地建設は、沖縄県民の基地負担を強化・恒常化し、沖縄県民である原告らの人格権・環境権及び平和的生存権を侵害するものである。
（5）小括
　以上のとおりであるから、原告ら全員は、人格権・環境権及び平和的生存権に基づき、本件ボーリング調査の差止を請求できる。
2　漁民である原告（原告目録<3>）の漁業権とその侵害
（1）漁業権の意義・種類
　漁業権とは、行政庁の免許により一定の水面において排他的に一定の漁業を営むことができる権利をいう。その具体的内容は漁業法で定められており、定置漁業権、区画漁業権及び共同漁業権の三種がある（同法6条1項）。また、これらの三種の漁業権に基づいて行なわれる漁業を漁業権漁業という。
　また、漁業権は、誰に免許が与えられるかにより、漁民個人に与えられる経営者免許漁業権と団体に与えられる組合管理漁業権に区別される。
　これらの漁業権漁業の他に、契約によって他の共同漁業権または特定区画漁業権に属する漁場においてその漁業権の内容である漁業の全部又は一部を営む「入漁権漁業」（同法7条）と都道府県漁業調整規則7条により知事によって与えられる許可漁業がある。
（2）漁業権の物権性
　漁業法は、漁業権を物権とみなし、土地に関する規定を準用する（同法23条1項）。それゆえ、漁業権が侵害され、あるいは侵害されるおそれがある場合には、侵害を止めることを請求する権利、すなわち、妨害排除請求権及び妨害予防請求権が認められるのは当然である。よって、漁場とされている水域が汚染されたり、水質が人為的な行為によって変化したりして、漁業に影響が出てくるような場合は、漁業権侵害となり、その妨害排除を求めることができる。
（3）漁業権の帰属
　組合管理漁業権は、漁業協同組合（以下「漁協」という）または漁業協同組合連合会（以下「漁連」という）が漁業権の免許を受け、漁業権行使規則を制定してこれに基づいて漁業権を管理し、組合員がその行使をできる権利である。その対象は共同漁業権及び特定区画漁業権である。
　漁業権は、沿革的には入会権的な権利であるから、管理権能は、漁協又は漁連に帰属するが、実質的な収益権能は個々の組合員に帰属するというべきである。
　したがって、組合員である漁民も漁業権者として単独で妨害排除及び妨害予防請求できる。
（4）漁業行使権の法的性質
　仮に、組合員である漁民は漁業権者ではないとしても、組合という団体の構成員としての地位に基づいて漁業を営む権利（同法143条参照。以下「漁業行使権」という）を有している。したがって、漁民は、当然、この漁業行使権に　基づいて妨害排除及び妨害予防請求権を有している。
 <1>共同漁業権の場合共同漁業権は一定の漁場を共同利用するものである。この漁場の共同利用という観点からすれば、共同漁業権は、漁民の漁業行使権をその基本とする権利であると理解するべきである。
　そもそも、共同漁業権が組合に属するのは、他の漁業のあり方を考慮した上、特定の人だけが特定の使用収益をすることができ、他の人を排除することができるようにするという複雑な漁業調整を、できるだけ柔軟かつ容易に行えるようにするという技術的理由によるのであって、決して組合を利益の帰属主体とするためではない。同一水面を客体にして同一内容の漁業を営む権利を各組合員が互いに適切に行使し保全するために、団体的規律が必要になり、組合が組織され、かつ組合がそれらの権利の総体を管理処分できるように共同漁業権が構成されているのである。漁業法143条は、「組合員の漁業を営む権利」の侵害に対する罰則を定めており、漁業行使権に妨害排除請求権を認める明文上の根拠といえる。
　この関係は、建物区分所有権と管理組合との関係と類似するのであり、建物区分所有権者に妨害排除請求権があるのと同様、漁業行使権にも妨害排除及び妨害予防請求権は当然認められる。
 <2>特定区画漁業権の場合
　区画漁業権は、権利者が長期間、漁具や施設によって一定の水面を独占しながら何ら救助の手段をとらず作業を継続するという許し難い事件が幾度も発生している。原告らは、かかる被告の手法に対して強く抗議し続けているが、被告はその態度を全く改めようとしない。
　かかる被告の行為は極めて悪質であり、本件ボーリング調査の違法性を著しく加重する要素として考慮しなければならない。
３　小括
　以上のとおり、本件ボーリング調査によって侵害される利益は重大であって、かつその侵害行為は極めて悪質であるから、直ちに差止めを認めるべきである。
第6　結語
　よって原告らは、請求の趣旨記載の判決を求め、本申立てに及ぶ。　　　　　　　　　　　　　　　　　以上
















総会への特別アピール


嘉手納爆音訴訟原告団　　仲村清勇さん（原告団長）











訴状：辺野古海上基地ボーリング調査差止請求事件（後編）





日米同盟再編と沖縄基地（年表）


新崎盛暉


1991�
湾岸戦争、ソ連崩壊�
�
�
�
�
�
�
1995�
東アジア戦略報告{前方展開戦力10万}（2.27）


日米安全保障関係報告書（3.1）　防衛計画の大綱（11.28）�
基地三事案、軍転法


沖縄米軍基地問題協議会�
�
1996�
日米安保共同宣言（4.）　ＳＡＣＯ(4.　12.)　�
沖縄政策協議会�
�
1997�
ＱＤＲ｛10万人体制維持｝（5.）　新ガイドライン（9.）　�
辺野古ボーリング調査（8～10）


名護市民投票（12.）�
�
1998�
�
名護市長選(2.)、知事選(11.)�
�
1999�
ＮＡＴＯユーゴ攻撃（3.）　国旗国歌法（5.）　周辺事態法（7.）


地方分権推進一括法（7.）　通信傍受法（8.）�
辺野古（知事11.22、市長12.27）


閣議決定（12.28）�
�
2000�
アーミテージ・レポート（10.11）　沖縄サミット�
代替施設協初会合（8.25）�
�
�
�
�
�
2001�
９・１１　ＱＤＲ｛不安定の弧｝（10.1）　対テロ特措法（10.29）


アフガン攻撃（10.7）　自衛隊インド洋へ（11.25）�
米軍基地警護機動隊来沖（10.8）


代替施設協辺野古ﾘｰﾌ上合意（12.27）�
�
2002�
「悪の枢軸」発言（1.29）　　　日朝平壌宣言（9.17）


先制攻撃戦略発表（9.20）�
岸本再選（2.3）


稲嶺再選（11.17）�
�
2003�
イラク攻撃（3.20）　有事3法（6.6）　イラク特措法（7.26）


イラク派兵基本計画閣議決定（12.9）�
代替施設建設協発足（1.28）


伊波洋一宜野湾市長（4.27）


ラムズフェルド〈東京経由〉訪沖（11.16）�
�
2004�
海外基地見直し委員会始動（5.）　座間移転提案報道（3.2）


米軍再編審議官級協議（7.15,10.12）　有事関連７法（6.）　


日米首脳会談（9.21）　防衛計画の大綱（12.10）�
辺野古ﾎﾞｰﾘﾝｸﾞ調査阻止座り込み（4.9～）


ヘリ墜落（8.13）、


海上阻止行動（9.9～）�
�
2005�
南西諸島有事対処方針の報道（1.16）、辺野古見直し報道（2.7）�
�
�
�
海外基地見直し委員会訪沖（2.15）�
�



基地三事案＝９５年５月日米合同委員会で合意①那覇軍港の牧港地先移転、②読谷補助飛行場機能、キャンプ・ハンセン、嘉手納弾薬庫地区移転、③県道１０４号越え砲撃演習東富士演習場等へ移転検討


ＱＤＡ＝Quadrennial Defense Review（四年期国防見直し）　米軍戦略の指針、節目の時期に基本戦略・兵力構成の妥当性などを検討


海外基地見直し委員会＝03.11.22立法化。04.5初会合。国内の基地閉鎖再編（88,90,93,95,05）より海外基地の見直しを優先させよという議会の意向反映。05.8.15までに最終報告書。





関東ブロック2005年総会　記念講演


「あれから10年、米軍再編と沖縄」


（2005年2月19日　中野商工会館）


講師　新崎　盛暉さん（一坪反戦地主会代表世話人）








